
JP 5565904 B2 2014.8.6

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
表面形状が変化した形状変化部を有する試験体の表面に、前記試験体の表面形状に沿って
形態を変化させうる媒質を介してフェーズドアレイを配置し、前記フェーズドアレイの各
振動子毎に超音波を試験体に向けて射出させて表面エコーを受信し、各振動子毎に取得さ
れた前記試験体の表面からの反射波を検出して各振動子から前記試験体の表面までのビー
ム路程を求めると共に、各振動子を中心とし各振動子毎に求まるビーム路程を半径とする
円を想定し、隣り合う振動子を中心とする前記円の共通外接線を求め、当該共通外接線が
求まる区間と求まらない区間とが存在し、前記共通外接線が求まる区間では前記共通外接
線上の点を二次補間したものを試験体表面と同定し、前記共通外接線が求まらない区間で
はそれら振動子間を形状変化の境界と判断して、各区間で二次補間し得られた曲線を外挿
して前記境界における表面形状として同定し、試験体表面形状を求めることを特徴とする
形状変化部を有する試験体の表面形状同定方法。
【請求項２】
表面形状が変化した形状変化部を有する試験体の表面に、前記試験体の表面形状に沿って
形態を変化させうる媒質を介して配置されたフェーズドアレイの各振動子毎に超音波を試
験体に向けて射出させて表面エコーを受信するステップと、各振動子毎に取得された前記
試験体の表面からの反射波を検出して各振動子から前記試験体の表面までのビーム路程を
求めるステップと、各振動子を中心とし各振動子毎に求まるビーム路程を半径とする円を
想定し、隣り合う振動子を中心とする前記円の共通外接線を求めるステップと、前記共通
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外接線が求まる区間と求まらない区間とが存在し、前記共通外接線が求まる区間では前記
共通外接線上の点を二次補間したものを試験体表面と同定するステップと、前記共通外接
線が求まらない区間ではそれら振動子間を形状変化の境界と判断し、各区間で得られた共
通外接線上の点を二次補間したものを外挿して前記境界における表面形状として同定する
ステップとを、コンピュータに実行させて試験体表面形状を求めることを特徴とする形状
変化部を有する試験体の表面形状同定プログラム。
【請求項３】
表面形状が変化した形状変化部を有する試験体の表面に、前記試験体の表面形状に沿って
形態を変化させうる媒質を介して配置されたフェーズドアレイの各振動子毎に超音波を試
験体に向けて射出させて表面エコーを受信するステップと、各振動子毎に得られた前記試
験体の表面からの反射波を検出して各振動子から前記試験体の表面までのビーム路程を求
めるステップと、各振動子を中心とし各振動子毎に求まるビーム路程を半径とする円を想
定し、隣り合う振動子を中心とする前記円の共通外接線を求めるステップと、前記共通外
接線が求まる区間では前記共通外接線上の点を二次補間したものを試験体表面と同定する
ステップと、前記共通外接線が求まらない区間ではそれら振動子間を形状変化の境界と判
断し、各区間で得られた共通外接線上の点を二次補間したものを外挿して作成した曲線を
前記境界における表面形状として同定するステップと、同定された前記試験体表面形状を
用いて試験体内部の探傷範囲の任意の区画から振動子までの超音波の伝播距離を受信する
振動子毎に演算するステップと、各振動子毎の超音波の伝播経路に基づいて各受信素子で
受信されるＡスコープ波形信号の遅れを修正するように波形の位相をシフトし、波の位相
を揃えた状態で重ね合わせる開口合成処理と、位相操作された後の探傷画像をディスプレ
イに描写させるステップとをコンピュータに実行させる開口合成処理プログラム。
【請求項４】
表面形状が変化した形状変化部を有する試験体の表面に、前記試験体の表面形状に沿って
形態を変化させうる媒質を介して配置されたフェーズドアレイの各振動子毎に超音波を試
験体に向けて射出させて表面エコーを受信するステップと、各振動子毎に得られた前記試
験体の表面からの反射波を検出して各振動子から前記試験体の表面までのビーム路程を求
めるステップと、各振動子を中心とし各振動子毎に求まるビーム路程を半径とする円を想
定し、隣り合う振動子を中心とする前記円の共通外接線を求めるステップと、前記共通外
接線が求まる区間では前記共通外接線上の点を二次補間したものを試験体表面と同定する
ステップと、前記共通外接線が求まらない区間ではそれら振動子間を形状変化の境界と判
断し、各区間で得られた共通外接線上の点を二次補間したものを外挿して作成した曲線を
前記境界における表面形状として同定するステップと、同定された前記試験体表面形状を
用いて試験体内部の探傷範囲の任意の区画から全ての振動子までの超音波の伝播距離を演
算するステップと、各振動子毎の超音波の伝播経路に基づいて各振動子の遅延時間を算出
するステップと、前記遅延時間に基づいて前記振動子を制御してフェーズアレイ探傷を実
施するステップと、探傷画像をディスプレイに描写させるステップとを、コンピュータに
実行させるフェーズドアレイ探傷プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波探傷法を適用する試験体の表面形状を同定する方法並びに同定プログ
ラム、開口合成処理プログラム及びフェーズドアレイ探傷プログラムに関する。さらに詳
述すると、本発明は、フェーズドアレイを用いた超音波探傷において好適な試験体の表面
形状を同定する方法並びに同定プログラム、開口合成処理プログラム及びフェーズドアレ
イ探傷プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　配管溶接部の探傷においては、超音波探触子の機械走査が溶接余盛により制限されるた
め、形状変化部表層域の探傷が困難となる。このように探触子のアクセスが悪い場合、配
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管内側裏面に超音波ビームを反射させて探傷する一回反射法が有効である。しかし、この
一回反射法では、超音波の拡散減衰や裏面形状による超音波の散乱、伝播方向の変化など
の影響で直射法と比較すると探傷精度は低下する。
【０００３】
　一方、火力発電設備における高温高圧配管では、高クロム鋼が使用されており、同材料
の溶接継手における熱影響部細粒域に、クリープによるタイプIV損傷が発生することが確
認されている。このタイプIV 損傷は火力発電設備の構造健全性確保の面で重要な問題で
ある。タイプIV損傷は、熱影響部細粒域に肉厚内部から発生するクリープによる損傷形態
であり、溶接熱影響部細粒域に沿って発生し、溶接止端部下側の表層域で進行する場合が
ある。このため、図１５に示すように溶接止端部下側の表層域の探傷においては、接近限
界により探触子の機械走査が制限され、また、タイプIV損傷の傾きによっては入射した超
音波がほとんど返ってこない場合がある。さらに、タイプIV き裂発生前のクリープボイ
ドが密集し始めた段階では、超音波探傷により得られる信号強度が微弱であるため検出が
困難である。
【０００４】
　このことから、余盛のような形状変化部の上から直射法で探傷できるフェーズドアレイ
法や開口合成法の開発が要望されている。特に、タイプIV き裂発生前のクリープボイド
が密集し始めた段階では、超音波探傷により得られる信号強度が微弱であるため検出が困
難であるが、信号増幅や方位分解能、ＳＮ比の向上が可能な開口合成法を適用することで
検出性能の向上が期待できる。
【０００５】
　従来、形状変化部の上から直射法で超音波探傷を行う手法としては、試験体の表面形状
に沿って形態を変化させうる媒質、例えば水やジェルなどの媒質をウェッジの代わりに用
いる局部水浸法などが一般的である。しかしながら、フェーズドアレイ法や開口合成法は
、表面形状が平坦な試験体に対して適用されることを前提としている（特許文献１～３、
非特許文献１～３）。したがって、この局部水浸法などにフェーズドアレイ法による探傷
を単に適用しても、平坦な試験体表面形状を想定した遅延制御では、余盛形状により超音
波ビームが集束しなかったり、設定した方向に伝播しない場合がある。また、開口合成法
を単に適用する場合においても、同様である。そこで、超音波試験に先立って、表面形状
の測定技術として一般的な型取りを用いた機械的測定やレーザー変位計測等によって試験
体の表面形状をあらかじめ把握することにより、余盛形状に応じた超音波の伝播経路を計
算し、各振動子の遅延時間を制御したり、受信波形の位相を合わせたりする必要がある。
【０００６】
　また、最近では、フェーズドアレイ探触子の振動子群が１つずつ上下動可能に支持され
ると共に常時試験体表面に向けて付勢されるようにしたものが提案されている（非特許文
献４）。このフェーズドアレイ探触子によれば、形状変化部に沿って振動子の１つ１つを
可動し、この可動量をもって表面形状を機械的に測定しながら、各振動子の励振を遅延制
御して、複雑形状部の上から超音波ビームを集束させることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平８－２０１５６９号公報
【特許文献２】特開平１０－１４２２０１号公報
【特許文献３】特開２００８－１２２２０９号公報
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】H. Karasawa, M. Izumi, T. Suzuki, S. Nagai,M. Tamura and S. Fuji
mori, “Development of　under sodium 3D visual inspection technique by using mat
rix-arrayed ultrasonic transducer”, Journal of Nuclear Science and Technology, 
37 (2000), pp. 769-779.
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【非特許文献２】阿部素久、黒沢博一著　「ポータブルタイプ３Ｄ超音波検査装置Ｍａｔ
ｒｉｘｅｙｅ」東芝レビューVol.60 No.4、48-51、2005年
【非特許文献３】唐沢博一、磯部英夫、浜島隆之著「３次元開口合成（3D-SAFT）アレイ
と適用事９例」非破壊検査Vol.56　No.10、520-524、2007年
【非特許文献４】S. Chatillon, G. Cattiaux, M. Serre and O. Roy, “Ultrasonic non
-destructive testing of pieces of complex geometry with flexible phased array tr
ansducer”, Ultrasonics, Vol. 38, pp. 131-134, 2007.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、超音波試験に先立って、予め表面形状を把握するために、型取りを用い
た機械的測定やレーザー変位計測等を実行する場合、探傷器の他の測定機器を設置してか
ら検査するため多くの検査時間を要すると共に、探傷器の他の測定機器を必要とするため
に費用が増大する問題がある。
【００１０】
　また、非特許文献４で提案されている手法では、振動子自体が試験体の表面形状に沿っ
て個々に変位することで接触するようにしているので、スネルの法則による横波入射がで
きず、縦波斜角探傷に限られるという問題がある。横波は縦波と比較して一般に分解能に
優れることから、超音波探傷により得られる信号強度が微弱な傷、例えばタイプIV き裂
発生前のクリープボイドが密集し始めた段階を検出するには、横波斜角探傷も行えるよう
にすることが望まれる。
【００１１】
　そこで、本発明は、超音波を試験体に入射させたときの表面からの反射波を利用して試
験体の表面形状を把握可能とする超音波探傷試験体の表面形状の同定方法並びに同定プロ
グラム、開口合成処理プログラム及びフェーズドアレイ探傷プログラムを提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　かかる目的を達成するため、本発明者等が種々研究した結果、ビームの広がりにより試
験体の表面で反射が起きる座標を特定することで、試験体表面を再現することが可能であ
り、超音波を試験体に入射させたときの表面からの反射波を利用して表面形状の同定が可
能であることを知見するに至った。本発明は、かかる知見に基づいて行われたものであっ
て、超音波を試験体に入射されたときの表面からの反射波を利用して表面形状の測定を行
うようにしている。
【００１３】
　即ち、請求項１記載の発明にかかる試験体の表面形状同定方法は、表面形状が変化した
形状変化部を有する試験体の表面に、前記試験体の表面形状に沿って形態を変化させうる
媒質を介してフェーズドアレイを配置し、前記フェーズドアレイの各振動子毎に超音波を
試験体に向けて射出させて表面エコーを受信し、各振動子毎に取得された前記試験体の表
面からの反射波を検出して各振動子から前記試験体の表面までのビーム路程を求めると共
に、各振動子を中心とし各振動子毎に求まるビーム路程を半径とする円を想定し、隣り合
う振動子を中心とする前記円の共通外接線を求め、当該共通外接線が求まる区間と求まら
ない区間とが存在し、前記共通外接線が求まる区間では前記共通外接線上の点を二次補間
し、これを試験体表面と同定し、前記共通外接線が求まらない区間ではそれら振動子間を
形状変化の境界と判断して、各区間で二次補間し得られた曲線を外挿して前記境界におけ
る表面形状として同定し、試験体表面形状を求めるようにしている。
【００１４】
　また、請求項２記載の発明にかかる試験体の表面形状同定プログラムは、表面形状が変
化した形状変化部を有する試験体の表面に、前記試験体の表面形状に沿って形態を変化さ
せうる媒質を介して配置されたフェーズドアレイの各振動子毎に超音波を試験体に向けて
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射出させて表面エコーを受信するステップと、各振動子毎に取得された前記試験体の表面
からの反射波を検出して各振動子から前記試験体の表面までのビーム路程を求めるステッ
プと、各振動子を中心とし各振動子毎に求まるビーム路程を半径とする円を想定し、隣り
合う振動子を中心とする前記円の共通外接線を求めるステップと、前記共通外接線が求ま
る区間と求まらない区間とが存在し、前記共通外接線が求まる区間では前記共通外接線上
の点を二次補間したものを試験体表面と同定するステップと、前記共通外接線が求まらな
い区間ではそれら振動子間を形状変化の境界と判断し、各区間で得られた共通外接線上の
点を二次補間したものを外挿して作成した曲線を前記境界における表面形状として同定す
るステップとを、コンピュータに実行させて試験体表面形状を求めるようにしている。
【００１５】
　また、請求項３記載の発明にかかる開口合成処理プログラムは、表面形状が変化した形
状変化部を有する試験体の表面に、前記試験体の表面形状に沿って形態を変化させうる媒
質を介して配置されたフェーズドアレイの各振動子毎に超音波を試験体に向けて射出させ
て表面エコーを受信するステップと、各振動子毎に得られた前記試験体の表面からの反射
波を検出して各振動子から前記試験体の表面までのビーム路程を求めるステップと、各振
動子を中心とし各振動子毎に求まるビーム路程を半径とする円を想定し、隣り合う振動子
を中心とする前記円の共通外接線を求めるステップと、前記共通外接線が求まる区間では
前記共通外接線上の点を二次補間したものを試験体表面と同定するステップと、前記共通
外接線が求まらない区間ではそれら振動子間を形状変化の境界と判断し、各区間で得られ
た共通外接線上の点を二次補間したものを外挿して作成した曲線を前記境界における表面
形状として同定するステップと、同定された前記試験体表面形状を用いて試験体内部の探
傷範囲の任意の区画から振動子までの超音波の伝播距離を受信する振動子毎に演算するス
テップと、各振動子毎の超音波の伝播経路に基づいて各受信素子で受信されるＡスコープ
波形信号の遅れを修正するように波形の位相をシフトし、波の位相を揃えた状態で重ね合
わせる開口合成処理と、位相操作された後の探傷画像をディスプレイに描写させるステッ
プとをコンピュータに実行させるようにしている。
【００１６】
　さらに、請求項４記載の発明にかかるフェーズドアレイ探傷プログラムは、表面形状が
変化した形状変化部を有する試験体の表面に、前記試験体の表面形状に沿って形態を変化
させうる媒質を介して配置されたフェーズドアレイの各振動子毎に超音波を試験体に向け
て射出させて表面エコーを受信するステップと、各振動子毎に得られた前記試験体の表面
からの反射波を検出して各振動子から前記試験体の表面までのビーム路程を求めるステッ
プと、各振動子を中心とし各振動子毎に求まるビーム路程を半径とする円を想定し、隣り
合う振動子を中心とする前記円の共通外接線を求めるステップと、前記共通外接線が求ま
る区間では前記共通外接線上の点を二次補間したものを試験体表面と同定するステップと
、前記共通外接線が求まらない区間ではそれら振動子間を形状変化の境界と判断し、各区
間で得られた共通外接線上の点を二次補間したものを外挿して作成した曲線を前記境界に
おける表面形状として同定するステップと、同定された前記試験体表面形状を用いて試験
体内部の探傷範囲の任意の区画から全ての振動子までの超音波の伝播距離を演算するステ
ップと、各振動子毎の超音波の伝播経路に基づいて各振動子の遅延時間を算出するステッ
プと、前記遅延時間に基づいて前記振動子を制御してフェーズアレイ探傷を実施するステ
ップと、探傷画像をディスプレイに描写させるステップとをコンピュータに実行させるよ
うにしている。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の超音波探傷試験体の表面形状の同定方法並びに同定プログラムによれば、探傷
器の振動子毎に送受信する超音波ビームを利用して、中央演算処理装置による演算で表面
形状を算出することができるので、検査に要する時間はほとんど変わらない上に、フェー
ズドアレイを利用して測定できるので、別の測定装置や器具などを必要とせず、設備費用
もほとんどかからない。
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【００１８】
　また、本発明の開口合成処理プログラムによると、探傷器の振動子毎に送受信する超音
波ビームを利用して、中央演算処理装置による演算で表面形状を算出すると共に、該表面
形状データを用いて受信する振動子毎の超音波の伝播経路に基づいて各受信素子で受信さ
れるＡスコープ波形信号の遅れを修正するように波形の位相をシフトし、波の位相を揃え
た状態で重ね合わせる開口合成処理を実行できるので、試験体の内部の探傷領域の全域に
おいて微弱な信号強度の増幅や方位分解能、ＳＮ比の向上が行われて高い方位分解能を維
持しつつ微弱なエコーが検出できる。依って、溶接余盛のような形状変化部表層域の探傷
を可能とする。しかも、集束させない拡がりの大きい超音波ビームを入射させるため、高
クロム鋼が使用されている高温高圧配管の溶接継手における熱影響部細粒域に発生する図
１５に示すような溶接止端部下側の表層域のタイプIV損傷即ち超音波の伝播方向とタイプ
IV損傷が平行である場合においても、さらには、タイプIV き裂発生前のクリープボイド
が密集し始めた段階の欠陥を検出することが期待できる。
【００１９】
　また、本発明のフェーズドアレイ探傷プログラムによると、探傷器の振動子毎に送受信
する超音波ビームを利用して、中央演算処理装置による演算で表面形状を算出すると共に
、該表面形状データを用いて試験体内部の探傷範囲の任意の区画から全ての振動子までの
超音波の伝播距離を演算して、各振動子の遅延時間を算出することができるので、遅延時
間に基づいて振動子の発信を制御してフェーズアレイ探傷を実施することができる。した
がって、探傷領域の全領域で予め求められた表面形状に応じて順次超音波ビームが集束す
るように送受信が繰り返されるので、高精度に探傷することができる。このフェーズドア
レイ探傷においても、上述の開口合成処理と同等の探傷を可能とする。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明にかかる超音波探傷試験体の表面形状の同定方法の原理図である。
【図２】超音波探傷試験体の表面形状の同定方法によって同定された試験体の表面形状デ
ータを用いて開口合成処理する場合の原理図である。
【図３】試験体表面から反射する超音波ビームの状態を示す説明図で、（ａ）は通常の平
坦な面、（ｂ）は傾斜面での反射を示すものである。
【図４】共通接線による試験体表面形状の決定方法を示す説明図で、（ａ）は試験体と振
動子との関係を示す図、（ｂ）は振動子間の共通外接線を示す図である。
【図５】二次関数による表面形状の近似を示す説明図である。
【図６】２点間の経路の決定方法を示す説明図である。
【図７】探触子位置と集束点間の経路の決定方法を示す説明図である。
【図８】開口合成法の計算方法を示す説明図である。
【図９】表面形状同定方法の有効性の検証に使用した複雑形状部に横穴を有する試験体の
平面図及び側面図であり、（ａ）は突き合わせ溶接の形状を模擬した試験体、（ｂ）形状
不連続部溶接部の形状を模擬した試験体を示す。
【図１０】表面形状測定モデルであり、（ａ）は突き合わせ溶接モデルにおける垂直探傷
、（ｂ）は突き合わせ溶接モデルにおける斜角探傷、（ｃ）は形状不連続部溶接モデルに
おける斜角探傷の例を示す。
【図１１】図１０の（ａ）～（ｃ）に示す試験体表面形状の測定結果を示すグラフであり
、（ａ）は突き合わせ溶接モデルにおける垂直探傷、（ｂ）は突き合わせ溶接モデルにお
ける斜角探傷、（ｃ）は形状不連続部溶接モデルにおける斜角探傷の結果をそれぞれ示す
。
【図１２】突合せ溶接モデルにおけるBスコープ画像であり、（ａ）はフェーズドアレイ
法、（ｂ）は本発明の開口合成法によるものを示す。
【図１３】形状不連続部溶接モデルにおけるBスコープ画像であり、（ａ）はフェーズド
アレイ法により横波成分と縦波成分とによる横穴からのエコーを、（ｂ）は本発明の開口
合成法により横波成分による横穴からのエコーを、（ｃ）は本発明の開口合成法により縦
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波成分による横穴からのエコーをそれぞれ示す。
【図１４】形状変化部における超音波ビームの屈折を示す説明図である。
【図１５】溶接余盛形状変化部表層域の探傷を示す説明図である。
【図１６】開口合成処理の全体の手順を示すフローチャートである。
【図１７】表面形状の同定の手順を示すフローチャートである。
【図１８】開口合成処理手順を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明の構成を実施形態に基づいて詳細に説明する。
【００２２】
　探触子１から送信された超音波ビーム４は、一部が試験体２の内部に伝播し、一部が試
験体２の表面で反射する。通常、超音波探触子は試験体表面からのエコーがウェッジ内で
吸収されて探触子で検出しないように配慮されており、試験体内部からのエコーのみを検
出するように設けられている。本発明の形状変化部を有する試験体の表面形状同定方法は
、試験体表面からのエコーを積極的に利用することにより、表面形状を同定するものであ
る。
【００２３】
　ここで、超音波ビーム４は、試験体２の表面に対して垂直な反射波が探触子１に検出さ
れる。したがって、広がりのある超音波の場合、図１に示すように、試験体２の表面と振
動子１の面とが平行なときには試験体表面と振動子面との双方に垂直な振動子直下の試験
体表面からのエコーが検出され、試験体表面と振動子面とが非平行なときには試験体表面
と垂直なエコーが検出される。しかしながら、検出信号だけでは超音波が振動子直下の試
験体表面で反射されたものか、振動子直下から離れた地点で反射されたものかは判断でき
ない。このため、斜面で反射したものは、図１のＡ’点で反射したものと推定され、実際
の振動子直下の試験体２の表面上の点Ａとの間に誤差が生ずる。このため、試験体の表面
エコーから導き出されるビーム路程を単純に繋ぐことで形状を特定しても、表面形状に誤
差が生ずることとなる。
【００２４】
　即ち、図３(a)に示すように超音波ビームの伝播方向と試験体表面の法線方向が平行な
場合は、ビーム路程を実距離として計算すれば、表面反射波の受信エコーまでのビーム路
程が振動子面から試験体表面までの距離である。しかし、図３(b)のようにビームの伝播
方向と試験体表面の法線方向が傾いている場合は、表面に垂直に入射する波（図中に実線
矢印で示す）による反射波が受信され、これを用いて振動子面と試験体表面の距離を算出
すると、図中のΔｙだけ誤差が生ずる。試験体表面が平坦な場合は、入射角度が一様なた
めΔｙの補正が容易であるが、表面形状が途中で変化する試験体では補正は困難である。
そこで、ビームの拡がりにより表面反射が起きる座標を特定することにより、試験体表面
を再構成することを考えた。
【００２５】
　図４に示すように、反射波が得られる試験体表面が隣接する振動子間で直線であると仮
定すれば、振動子を中心とし、表面からのエコーが現れるビーム路程ｒを半径として円を
考え、隣接する振動子が描写する円との接線が試験体表面となる。本発明では、接線と円
の接点を試験体表面の座標と考えることとした。この方法では、拡がりが大きいビームを
用いた方が傾斜の大きい試験体表面からも反射波が得られるが、図５に示す隣接する振動
子Ａ、Ｂにおいて、振動子の中心間距離Δｘより表面エコーが現れるビーム路程差Δｒが
大きい場合は、共通接線が作成できなくなる。これは振動子間で測定する表面の形状変化
が著しい場合に起き、例えば突合せ溶接における余盛のように母材から溶金が盛り上がっ
て形状変化が起き始める点などで起こる。そこで、本発明では、このような共通接線が作
成できない点を境界として、形状変化の傾きが不連続になると考えた。そして、突合せ溶
接の余盛形状は二次関数で近似できると仮定し、その境界で区切り、各区間での表面座標
を二次補間することとした。
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【００２６】
　以下に、表面形状同定方法の手順を図１６及び図１７に基づいてさらに具体的に示す。
　まず、表面形状が変化した形状変化部を有する試験体２の表面に、試験体の表面形状に
沿って形態を変化させうる媒質３を介してフェーズドアレイ１を配置する。このとき、ア
レイ探触子１は治具５などで固定され、試験体の表面との間の間隔が保たれる。ここで、
探傷器のフェーズドアレイ１と試験体２との間に介在される媒質３は、例えば水などの液
体あるいはジェルなどの半固形体の使用が好ましい。水を媒質として用いる場合、一般に
局部水浸法と呼ばれる探傷法においてフェーズドアレイを用いたものとなる。
【００２７】
　次に、超音波探傷器で、１素子を用いたリニア電子走査により、各探触子位置において
試験体の表面反射に起因する振幅を検出する（Ｓ１）。つまり、フェーズドアレイの各振
動子毎に超音波を試験体に向けて射出させて表面エコーを取得する。例えば、６４素子の
フェーズドアレイを用いる場合、１素子の送受信を順番に１素子から６４素子まで繰り返
して、各振動子毎の表面エコーを取得する。
【００２８】
　次に、各振動子毎に取得された表面反射に起因する振幅が現れるまでのビーム路程、即
ち各振動子から反射が起きた試験体の表面までのビーム路程を求める（Ｓ３－１）。
【００２９】
　そして、各振動子を中心とし各振動子毎に求まるビーム路程を半径とする円を想定し、
隣り合う振動子を中心とする円の共通外接線を計算によって求める（Ｓ３－２）。尚、２
つの円の共通接線は、２つの円の半径（ビーム路程）と、２つの円の中心距離（振動子間
隔）とが定まれば計算できるものであり、既にその共通接線を計算する方程式は導出され
公知であるあることから説明を省略する。
【００３０】
　次に、２つの振動子の間の区間で共通外接線が求まったか否かを判断し（Ｓ３－３）、
共通外接線が求まったときにはさらに全振動子について共通外接線を求める処理を行った
か否かを判断する（Ｓ３－５）。即ち、共通外接線を順次作成しながら、共通接線が作成
できない境界を探索する。そして、共通外接線が求まらないときには、その振動子区間を
境界と判断してフラグｊを立てあるいはフラッグｊに１を加算してその振動子区間を境界
と特定し（Ｓ３－４）、ステップＳ３－５にジャンプする。そして、全振動子について共
通外接線を求める処理が加算されていないときには、振動子のフラグｉに１を加算して（
Ｓ３－６）、ステップＳ３－２の前にジャンプし、次の振動子についてステップＳ３－２

～Ｓ３－５を繰り返す。そして、全振動子について共通外接線を求める処理が完了したと
きに、ステップＳ３－７に移る。
【００３１】
　次いで、ステップＳ３－７において、初期値をｋ＝１とし，境界と判断される区間ｋと
ｋ＋１内の共通外接線上の点のグループを二次補間し、これら二次補間したものを試験体
表面として同定する。次いで、境界と判断される区間を全てについて二次補間したか否か
を判断し（Ｓ３－８）、終了していない場合にはステップＳ３－９でフラグｋに１を加算
し、ステップＳ３－７にジャンプし、該当区間内の共通外接線上の点のグループを二次補
間する。
【００３２】
　次いで、それぞれグループの二次曲線を互いの交点まで外挿して繋げたものを表面形状
として同定する。この各交点の間に対応する二次曲線がその交点（ｘ座標）間の表面座標
となる（Ｓ３－１０）。試験体の表面形状データは、例えば、１番目の振動子の位置を原
点としたｘ－ｙ平面を考え、振動子の並んだ方向をｘ軸方向、ビーム路程方向をｙ軸方向
とし、二次曲線をｙ＝ａｘ２+ｂｘ+cとしてメモリに格納される（Ｓ３－１１）。具体的
には、境界を境とする２つの共通外接線が得られる区間のグループの２つの二次曲線の係
数ａ，ｂ，ｃがメモリに保存される。そして、必要に応じて、ＰＣのディスプレイに画像
表示されたり、開口合成処理やフェーズドアレイ探傷に用いられる。勿論、試験体の表面
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形状データは、作業メモリなどに一時的にストアし、次工程の開口合成処理あるいはフェ
ーズドアレイ探傷に向けた演算処理に用いられるようにしても良い。
【００３３】
　以上の計算と表面形状等の同定とは、パーソナルコンピュータ（ＰＣ）のＲＯＭなどの
記憶媒体に格納されているプログラムによって、パーソナルコンピュータに実行させるも
のである。ここで、超音波探傷器とＰＣとは、探傷器で取得した表面エコーデータをＰＣ
に取り込んだ後はオフラインとしてＰＣ内で処理し、ＰＣのディスプレイに画像表示する
ようにしているが、これに特に限られるものではない。
【００３４】
　以上の手順により試験体表面形状を同定すれば、その表面形状データを用いて振動子か
ら放射された超音波ビームが試験体内の点に達するまでの経路を計算することができる。
　例えば、波は２点間を伝播するのに要する時間が最小となる経路を進むというフェルマ
ーの原理に従って伝播経路を計算することができる。いま、図６に示すように直交座標系
ｘ－ｙが定義され、ｙ＝ａｘ２＋ｂｘ＋ｃで記述される境界線で媒質１と２が区分されて
いる。このとき、媒質１の点Ｐ（ｘｔ，０）と、媒質２の点Ｑ（ｘｔ＋ｘ１＋ｘ２，ｙ１

＋ｙ２）の２点間の伝播経路を考えると、幾何学的に次式が成り立つ。
　　ｙ１tanθ１＋(ｙ－ｙ１)tanθ２＝ｘ－ｘｔ　　　　　　　　　(3-1)
　　Ｃ２sin（θ１＋θ０）＝Ｃ１sin（θ２＋θ０）　　　　　　 　(3-2)　　　　　
　　tanθ０＝２ａ（ｘｔ＋ｘ１）＋ｂ　　　　　　　　　　　 　(3-3)　　　　
　　ｙ１＝ａ（ｘｔ＋ｘｉ）２＋ｂ（ｘｔ＋ｘ１）＋ｃ　　　　　　　(3-4)
　ここで、Ｃ１とＣ２は媒質１と２の音速である。上式は非線形であるため、逐次近似な
どで角度を決定する必要がある。式を微分し整理すると次の式が得られる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3-5)
δｘ＝０になるように上式に逐次近似を適用することで、θ０，θ１，θ２，ｙ１を計算
できる。本手法では試験体表面を複数の二次曲線で近似しており、経路が複数あるため、
逐次計算を行う際には初期値を与える曲線を決定する必要がある。
【００３５】
　以下において、初期値の与え方も含めた超音波ビーム伝播経路の決定方法を説明する。
図７に示すｘ－ｙ直交座標系を定義する。
１）試験体表面をｎ個に分割し、分割点をＳｉ（ｉ＝１，ｎ）とする。
２）試験体内の任意点Ｑを起点として、フェルマーの原理に従って試験体表面上の各点
　　Ｓｉを透過し探傷面に達する点をＸｉ（ｉ＝１，ｎ）とする。
３）振動子Ｐを間に挟む点Ｘｉ，Ｘｉ＋１を探索し、Ｐと点ＸｉおよびＸｉ＋１とのｘ軸
方向の
　　距離をそれぞれΔｘｉおよびΔｘｉ＋１とおく。
４）試験体表面上の点Ｒを考え、Ｒと点ＳｉおよびＳｉ＋１とのｘ軸方向距離をそれぞれ
Δ
　　ｓｉおよびΔｓｉ＋１とおくとき、Δｓｉ：Δｓｉ＋１＝Δｘｉ：Δｘｉ＋１を満た
すｘ座標を
　　点Ｒのｘ座標とする。
５）点Ｒを初期値として、式(3-5)の逐次計算よりフェルマーの原理を満たす座標を決
　　定する。
６）線分ＰＲおよびＱＲがＲが存在する表面以外の表面近似曲線と交差していないかを
　　確認し、伝播経路を決定する。
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【００３６】
　そして、上述の手順をコンピュータで実行し形状変化部に入射した超音波の伝播経路を
決定すれば、以下の方法で任意点の振幅を計算することができる。即ち、表面形状が変化
した形状変化部を有する試験体に対して開口合成処理が実行できる。
　図８に示すように、Ｂスコープ画像内の着目する画素Ｑ(ｘｉ，ｙｉ)の振幅値Ｅ (ｘｉ

，ｙｉ)は、振動子位置Ｐ(ｘｋ，０)で得られたＡスコープ波形Ｓ(ｘｋ，ｔ)を用いて次
式で計算される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3-6)
ここで、
　ｃ１およびｃ２：媒質１および２の音速
　Ｎ：素子の総数
　ｒ１(ｘｉ，ｙｉ，ｘｋ)：振動子位置Ｐ(ｘｋ，０)から超音波が画素Ｑ(ｘｉ，ｙｉ)に
フェル　　　　　　　　　　　マーの原理を満たすように到達するまでの経路上で、Ｐ(
ｘｋ，　　　　　　　　　　　０)から媒質１と媒質２の境界上の点までの距離
　ｒ２(ｘｉ，ｙｉ，ｘｋ)：上記経路のうち境界上の点から画素Ｑ(ｘｉ，ｙｉ)までの距
離
である。
【００３７】
　具体的には、開口合成処理プログラムは図１６に示す以下の手順を超音波送信器並びに
それに接続されたＰＣの各々の中央演算処理部において実行させる。
１）送受信に１素子を用いたリニアスキャンを超音波探傷器で実行して、各振動子毎の表
面反射データを取得する（Ｓ１）。
２）受信した表面反射波から試験体表面形状の座標をコンピュータの演算処理で決定する
（Ｓ３）。具体的には、上述の１），２）のステップ（Ｓ１，Ｓ３）は、図１７に示すよ
うに、超音波探傷器から取り込んだ試験体の表面エコーのデータ（Ｓ１）を基に表面形状
同定処理（Ｓ３－１～Ｓ３－１２）をコンピュータで実行することにより、ｙ＝ａｘ２+
ｂｘ+cの二次曲線で表される試験体の表面形状データを算出する。
３）また、超音波探傷器で試験体内部を探傷し、受信波形を取得する（Ｓ２）。例えば、
複数振動素子を同時送信させるリニアスキャンを行って試験体内部の探傷のための探傷領
域の内部エコーのデータを取得する。
４）そして、上記２）のステップ（Ｓ３）で決定した表面形状座標から、素子Ｐから表面
Ｒを通過して試験体内の点Ｑに達する超音波の伝播経路を決定する（Ｓ４）。即ち、試験
体内部の探傷範囲をメッシュ状に区画し、同定された試験体表面形状に基づいて受信する
振動子毎の各メッシュから振動子までの超音波の伝播距離を演算する。
５）上記４）で決定した経路に対応する受信波形の振幅をＱ点の振幅に加算する（Ｓ５－

１）。
６）試験体内のＱ点を移動させながら上記４および５を繰り返す（Ｓ５－２）。つまり、
探傷範囲の全区画に対して各振動子毎の超音波の伝播経路に基づいて各受信素子で受信さ
れるＡスコープ波形信号の遅れを修正するように波形の位相をシフトし、波の位相を揃え
た状態で重ね合わせる開口合成処理を行う（Ｓ５）。
　本実施例においては、表面エコーのデータと内部エコーのデータとは連続してＰＣに取
り込まれ、その後、オフライン状態のＰＣ（パーソナルコンピュータ）で振動子毎の表面
エコーを利用して表面形状を演算して同定し、さらにこの同定された表面形状データを利
用して内部エコーを受信する振動子毎の試験体内部の任意の点までの超音波の伝播経路を
求めて、その伝播経路に応じて各振動子毎に受信したＡスコープ波形信号の遅れを修正す
るように波形の位相をシフトし、波の位相を揃えた状態で重ね合わせる開口合成処理を行
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うようにしている。そして、開口合成処理により生成された探傷画像をＰＣのディスプレ
イに表示させるようにしている（Ｓ６）。
【００３８】
　尚、本実施形態の場合、ステップ１及び２では、ともに表面エコーと内部エコーを取得
しているが、ステップ１では表面エコーを利用し、ステップ２では試験体内部のエコーを
利用している。したがって、ステップ１の１素子による送信で試験体内部のエコーに内在
き裂からのエコーが受信できる場合には、１回のスキャンで取得されるエコーデータで試
験体の表面形状の同定と、内部の探傷とが実施できるので、ステップ２のデータ取得は必
要なくなる。即ち、本実施形態では、試験体の表面形状の同定ための１振動素子を用いた
リニアスキャンと、試験体内部の探傷のための複数振動素子を同時送信させるリニアスキ
ャンとは、別々のステップで実行するようにしているが、これに特に限定されるものでは
なく、必要に応じて１つのステップで処理するようにしても良い。例えば、大きな振動子
を用いる場合には、単一の振動子から送信することで、試験体表面からのエコーと試験体
内部からの探傷に十分な大きさのエコーとを受信可能となるので、１振動素子を用いたリ
ニアスキャンだけで双方のエコーを同時に取得することが可能である。しかし、振動子寸
法の小さな１素子だけの超音波ではエネルギが弱く、探傷に十分な大きさのエコーを受信
できないことがあるので、試験体内部のエコーを収集するには同時送信する素子数を増や
して超音波のエネルギーを大きくすることが好ましい。また、場合によっては、試験体内
部の探傷のための複数振動素子を同時送信させるリニアスキャンの後に、試験体の表面形
状の同定ための１振動素子を用いたリニアスキャンを実行するようにしても良い。いずれ
にしても、超音波探傷器で取得された表面エコー並びに試験体内部のエコーのデータは、
一旦ＰＣのメモリに格納された後、オフライン状態ＰＣの中央演算処理部で処理される場
合には、データ取得の前後関係は関係ないものである。
【実施例】
【００３９】
　本発明の超音波探傷試験体の表面形状の同定方法並びに同定プログラムの有効性を検証
した。
　図９に示す突合せ溶接と形状不連続部溶接部の形状を模擬した試験体を作製し、溶接熱
影響部細粒域を想定した位置にタイプIV損傷を想定した直径１ｍｍの横穴を複数個導入し
た。ここで、試験体の材質はＳＵＳ３０４である。そして、周波数５ＭＨｚ、素子数６４
個、各素子の開口面積０．６ｍｍ×１０ｍｍ、ピッチ０．７ｍｍのフェーズドアレイ探触
子を使って水浸探傷を行った。このとき、探傷面が平行であれば屈折角４５度で横波が入
射する角度を保持できる冶具を探触子に装着した。冶具はアレイ探触子の１chで高さ８ｍ
ｍである。データ取得には三次元開口合成アレイ検査装置（東芝電力システム社製Matrix
eye EX（登録商標））を用い、電子走査は送受信に１素子を用いたリニアスキャンとした
。Matrixeyeは各素子で受信されたＡスコープ波形からＢスコープ画像内の画素の振幅値
を内蔵された並列演算回路と４つのＡ／Ｄ変換器により高速に開口合成処理し、リアルタ
イムでＢスコープ画像を表示できる。
【００４０】
　まず、本発明にかかる試験体の表面形状の同定方法によって試験体表面形状を測定した
。表面形状測定に関しては、図１０に示すように探傷面と高さ２０ｍｍを保持できる冶具
を用いた垂直探傷も行った。図１１において、表面からの反射エコーのビーム路程を基準
に試験体表面座標を計算したものを方法１（Method 1）、本発明方法により再構成した表
面座標を方法２（Method 2）、および実際の表面座標を参考（Reference）として併せて
示している。図１１(a)と(b)において、点線で囲っている部分では参考と方法２とで誤差
がある。この部分では、超音波の主ビームに関しては屈折角が臨界角を越え試験体に入射
しないため、開口合成法後の結果にあまり寄与しないと考えられる。また、図１１の点線
で囲っている部分以外に関しては実際の表面形状とよく一致しており、本発明手法により
、表面形状を再現できていることが判った。
【００４１】
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　次に、探傷結果を示す。電子走査は、同時送信に７素子を用い、受信は送信素子群と中
心を同じとする１５個の素子群を設定した。比較として超音波フェーズドアレイ探傷装置
（Omniscan）を用いて、表面の形状変化による超音波伝播経路の変化を考慮しない横波斜
角水浸探傷を実施した。電子走査はリニアスキャンとし、同時送受信素子数を１６素子と
し、平板を仮定した場合に横穴近傍でビームが集束するように遅延制御設定した。突き合
せ溶接模擬試験体と形状不連続部溶接部模擬試験体を探傷して得られたＢスコープ画像を
それぞれ図１２、図１３に示す。図１２（ａ）及び図１３（ａ）は形状変化を考慮しない
フェーズドアレイ法により得られた結果、図１２（ｂ）は本発明にかかる開口合成法を適
用した探傷結果である。また縦軸はビーム路程を示すが、ここでは水の音速を基準にビー
ム路程を計算している。図１２において、Ｔは横波による横穴からのエコーを示す。また
、図１２（ｂ）の結果では、解析が容易になるように後処理により試験体内は実際の座標
表示になるように補正している。開口合成法によるエコーの集束は、１６素子を用いて集
束させたフェーズドアレイ法の探傷結果と同程度であるが、開口合成法による結果の方が
エコーの位置関係が明確である。
【００４２】
　図１３において、Ｌは縦波成分による横穴からのエコーを示す。図１４に示すように、
振動子から放射された超音波ビームは、試験体表面Ａに入射後にモード変換された横波が
横穴に達し、表面Ｂに入射後は縦波が横穴に達する。フェーズドアレイ法の探傷結果を示
す図１３（ａ）では、ＴとＬが混在して表示されているが、横波を基準に開口合成法処理
を行った図１３（ｂ）では、破線で囲ったＬが薄くなり、Ｔだけが集束している。また、
縦波を基準に開口合成法処理を行った図１３（ｃ）ではＴは消え、Ｌだけが集束している
。また、Ｌに関しては３個の横穴からの指示が得られているのに対し、Ｔに関しては２個
しか得られていない。これは、図１４に示すように表面近傍の横穴に達する横波は、他の
横穴に達する横波と比較すると、その振幅が小さいため、得られるエコーも他の横穴と比
較すると小さく、ほとんど見えないと考えられる。このように、形状変化による超音波ビ
ームの伝播経路を考慮した開口合成法を適用することで、エコーの縦波成分と横波成分の
混在を除去し、探傷を容易にすることが可能となる。
【００４３】
　以上の結果、試験体の表面形状を表面反射波による受信波形だけを用いて同定可能であ
ることが検証された。また、従来のフェーズドアレイ法では、形状変化部による影響で縦
波と横波の両モードによるエコーが混在して探傷後の解析が困難であったが、同定した試
験体表面形状をもとに、超音波ビームの伝播経路を計算し、試験体内全点に集束するよう
に受信波形を位相制御する本発明の開口合成法によれば、信号強度の増幅や方位分解能，
ＳＮ比の向上が可能となると共に、縦波と横波の個々のモードを選択的に表示させること
ができるため、反射源位置の同定精度が向上する。
【００４４】
　なお、上述の形態は本発明の好適な形態の一例ではあるがこれに限定されるものではな
く本発明の要旨を逸脱しない範囲において種々変形実施可能である。例えば、本発明は、
フェーズドアレイを用いる開口合成処理について主に説明したが、これに特に限られるも
のではなく、試験体の表面形状の同定並びに同表面形状を考慮した超音波の伝播経路の決
定までのステップはフェーズドアレイ探傷における各振動子毎の遅延時間の設定において
共通しているので、フェーズドアレイ探傷に応用することも容易である。
【００４５】
　即ち、上述の試験体の表面形状同定方法により、溶接余盛のような形状変化部を有する
試験体の表面形状が特定されると、同試験体表面形状から試験体内部の探傷範囲をメッシ
ュ状に区画して各メッシュ毎に全ての振動子までの超音波の伝播距離を算出することがで
きるので、各振動子毎の超音波の伝播経路に基づいて各振動子の遅延時間を求めることが
できる。そこで、コンピュータで算出されたこの振動子毎の遅延時間を探傷器に入力して
、各振動子の発信を制御してフェーズアレイ探傷を実施することができる。これにより、
全ての振動子毎に独自の遅延時間を以て超音波が送信されることにより、試験体の内部の
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探傷領域の任意の位置に超音波が集束される。集束点では全ての振動子から送信される超
音波が集まるので探傷精度が高くなる。同様にして、探傷領域の全領域で予め求められた
表面形状に応じて順次超音波ビームが集束するように送受信が繰り返されるので、高精度
に探傷することができる。そして、その探傷領域の全域の探傷画像がディスプレイに描写
される。
【００４６】
　具体的には、フェーズドアレイ探傷プログラムは以下の手順を超音波送信器並びにそれ
にオンライン接続されたＰＣの各々の中央演算処理部において実行させる。
１）送受信に１素子を用いたリニアスキャンを超音波探傷器で実行して、各振動子毎の表
面反射データを取得する（Ｓ１）。
２）また、超音波探傷器で１または数素子を用いたリニア電子走査により、試験体内部を
探傷し、受信波形を取得する（Ｓ２）。ステップ１と２で取得した表面エコーと内部エコ
ーのデータはＰＣにそれぞれ取り込まれる。
３）取得された表面エコーのデータに基づいて、試験体表面形状の座標をＰＣでの演算処
理で決定する（Ｓ３）。
４）そして、ステップ（Ｓ３）で決定した表面形状座標から、素子Ｐから表面Ｒを通過し
て試験体内の点Ｑに達する超音波の伝播経路を決定する（Ｓ４）。
５）次いで、ステップ４で算出された超音波の伝播経路に基づいて、試験体の内部の探傷
領域の任意の位置に全ての振動子の超音波が集束される遅延時間を計算する（Ｓ５’）。
ここで、形状変化部に合わせてフェーズドアレイの遅延制御（delay law）を計算する機
能を実装したＰＣ用ソフトウェアとしては、例えば米国Zetec社製 UltraVision 3（登録
商標）などが知られている。したがって、試験体の表面形状が同定できれば、フェーズド
アレイの遅延制御（delay law）は既存のソフトウェアでも容易に計算される。
６）ＰＣの中央演算処理部で算出された各振動子毎の遅延時間を超音波探傷器に入力して
、フェーズドアレイ探傷を実施する（Ｓ６’）。
７）探傷画像はＰＣのディスプレイに表示される（Ｓ７’）。
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